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業務仕様書 
 

１ 業務名 

シニア人材バンク登録企業向け特設ページ保守管理業務 

 

２ 業務の目的 

  本業務は、シニア人材バンク登録企業向けの特設ページ（以下「特設ページ」とい

う。）の保守管理及び運用支援等を行うことを目的とする。 

 

３ 履行期間 

令和６年４月１日から令和７年３月 31 日 

 

４ 運用システム等の運用形態 

 ⑴ 運用システム詳細 

シニア人材バンク登録企業向けの特設ページ構造設計書より抜粋した、別紙１「業

務フロー図」および別紙２「画面設計図」を参照すること。 

なお、本特設ページは本年３月下旬に完成予定となっており、公開時に名称や機能

の変更がある場合がある。 

 ⑵ サーバ 

※ＤＢ構成やサーバー関連の情報については、セキュリティ上、契約締結後に公開す

ることとする。 

⑵ 構成ミドルウェア 

   Apache2.4/PHP 8.1/MySQL 5.7  

   ※WordPress、MovableType 等のパッケージソフトは使用せず、フルスクラッチで

構築している。 

  

５ 保守管理業務 

 ⑴ サーバ、ドメインの保守管理について 

  ア 業務概要 

    運用システム等のサーバ、ドメインの保守管理を行うこと。 

  イ 業務の対象範囲 

  （ア）ホームページ等のサーバ（※）の提供 

※サーバは別紙３「インターネットデータセンター（ｉＤＣ）に求める要件」に

準ずるものとすること。 

なお、VPS サーバを利用する場合の利用料等については、受託者の負担とする。 

  （イ）サーバ、ドメインの保守管理 

  （ウ）サーバのセキュリティ対策 

（エ）ＳＳＬ証明書の運用管理 
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⑵ 運用システム等の保守管理について 

 ア 運用システム及びホームページの管理について 

バグへの対応等システム及びホームページが正常に稼働できるよう管理を行う

こと。 

対象ブラウザは、MicrosoftEdge、Firefox、Safari、Chrome、AndroidOS、iOS

（iPhone、iPad）のそれぞれ最新バージョンへの対応を行うこと。 

なお、当対応に要する作業時間は下記５⑵ウの月24時間に含めないこととする。 

  イ 保守対応作業は、原則として平日８時 45 分から 17 時 15 分までの時間帯（年末

年始を除く）に行うものとする。 

    ただし、上記時間外にホームページ改ざん等緊急の事態が発生した場合は、委

託者と協議のうえ即時に対応し、速やかな復旧に努めること。 

ウ 運用システムの改修及びホームページの修正について 

札幌市から下記の依頼があった場合、月 24 時間分まで対応すること。 

なお、下記ア及びイの作業時間が 24 時間を下回った月の未稼働分は、原則、翌 

月に持ち越さないこととするが、受託者が事業費の範囲内で、24 時間を上回って 

対応することも可とする。 

（ア）運用システムの改修や追加実装 

（イ）ホームページの軽微な修正（画像及びテキストの変更やリンク先の追加等） 

エ アクセス解析レポートについて 

  月に 1 回アクセス解析レポートを提出すること。CSV 等のデータでの提出ではな

く、知識のない職員でも内容が把握できるようにグラフィカルな表現を用いるこ

と。 

オ テスト環境の構築 

  修正作業を行う場合、事前に職員が確認できるように本番の環境と同等のテス

ト環境を用意して、確認作業を行った後に本番環境へ修正を行うこと。テスト環境

は関係者以外のアクセスを制限しセキュリティに留意すること。 

 

６ 情報セキュリティ要件 

 ⑴ セキュリティ機能の整備 

  ア 特設ページの利用については、登録事業者を多要素認証により認証する機能を

備えること。ただし、多要素認証の採用が困難な場合は ID、パスワード認証機能

を備えること。なお、パスワードによる認証を採用する場合、本市が指定するパ

スワード要件を満たすこと。 

また、当該特設ページを管理する事業受託者が更新作業等を行うためにログイ

ンする際には、同様の認証機能を設けること。 

  イ 通信経路は SSL 等で暗号化すること。 

  ウ サーバ内でデータ保存をする際は、暗号化すること。 

エ 外部のネットワークと接続する際のルーティング制御、パケットフィルタリン
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グ制御を行い、ファイアウォール及び IDS・IPS 機能を備えること。 

受託者自らサーバを調達する場合には、上記機能を満たすために必要なネット

ワーク機器等も別途調達すること。 

オ 特設ページから直接登録事業者へ自走でメール配信機能を整備する場合には、

ゲートウェイソフトウェアによるメールサーバでのウイルス対策を実施すること。 

  ⑵ 情報セキュリティインシデントが発生した場合の対処 

   情報セキュリティインシデントが発生した場合は、速やかに委託元へ報告するこ

と。 

なお、不正アクセス、サービス不能攻撃、不正プログラムの感染等、短時間で被害

が拡大する情報セキュリティインシデントについては緊急時対策を受託者が行うこ

と。 

 ⑶ 製品のサポート期間への対応 

   システムで使用するソフトウェアについては、システム公開の時期を考慮し、メ 

  ーカーによるサポート対象の製品、バージョンを用いること。 

 ⑷ 情報セキュリティ監査の実施 

   委託者の要請等に基づき、サービス提供者のセキュリティ対策、運用体制に関し、

監査を行うことができる。 

 ⑸ 情報セキュリティ対策の履行が不十分であると思われる場合の対処 

   受託者の責に起因する情報セキュリティインシデントが発生するなどの万一の事

故があった場合に直ちに報告する義務や、損害に対する賠償等の責任を負うこと。 

 ⑹ 情報セキュリティ対策の履行状況の報告 

   定例的な報告会は設けないが、保守管理状況、進捗等については適宜情報を共有

すること。また、緊急を要する報告に関しては、必要に応じて臨時の報告会を実施

すること。 

 

７ 本市職員及び就業サポートセンター等事業受託者への運用補助 

  運用システム等の操作方法や処理状況について、本市職員及び就業サポートセンタ

ー等事業受託者から質問等があった場合、電話またはメールにて対応すること。 

 

８ ウェブアクセシビリティ検証業務 

ア 業務概要 

JIS に基づく対象ページの適合診断及びウェブアクセシビリティ方針作成の支 

援及び公開。 

イ 診断対象ページ 

試験の実施手順、ページ選定の考え方等については、JIS「附属書 JB（参考）試

験方法」（別添参照）等を参考に、札幌市と協議のうえ決定すること。 

ウ 実装チェックリスト及び達成基準チェックリストの作成 

JIS X 8341-3:2016 の達成基準に基づいて実装方法及び試験方法を明らかにし 

た実装チェックリストを作成すること。リストの細分箇条については「札幌市公式
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ホームページ達成基準」に準ずるものとする。ウェブアクセシビリティ基盤委員会

が公開している「JIS 試験実施ガイドライン」の「3.1.2 実装チェックリストの例」

（掲載されているのは 2020 年 12 月版のため、試験実施時の最新の基準にあわせて

作成すること）も参考にすること。 

また、実装チェックリストに基づいた達成基準チェックリストを作成すること。

これについても、ウェブアクセシビリティ基盤委員会が公開している「JIS 試験実

施ガイドライン」の「3.2 達成基準チェックリストの例」を参考にして作成するこ

と。 

エ 自動チェックツール等によるページ診断 

上記イで選定した対象ページについて、総務省 miChecker 等の自動チェックツ 

ールによる分析を行い、結果をレポート化して報告すること。 

なお、結果をレポート化して令和７年２月 28 日（金）までに報告すること。 

オ 専門家による確認及び報告結果の取りまとめ 

上記イで選定した対象ページについて、JIS に関して十分な知識を持つ専門家に

よる目視チェックを行うこと。また、この結果と、上記ウ・エで報告したレポート

と合わせて、JIS への適合レベルを判断すること。 

なお、適合レベル AA に不適合となった項目については、札幌市と協議の上、履

行期間内に修正作業を行い、結果を取りまとめた報告書を令和７年３月12日（水）

までに提出すること。 

カ 試験結果について 

札幌市が、就業サポートセンターホームページ上に試験結果を掲載する場合、

適切なものとなるよう支援すること。 

キ ウェブアクセシビリティ方針公開について 

上記オの結果に基づき、就業サポートセンターホームページ上に公開するウェ 

ブアクセシビリティ方針が適切な内容となるよう札幌市を支援したうえで、これを

公開すること。 

 

９ 提出書類 

⑴ 契約書提出時、速やかに提出するもの 

ア 業務責任者届（任意様式） 

イ 業務実施体制表及び緊急連絡体制表（任意様式） 

※提出内容に変更が生じた場合は、速やかに変更届を提出すること。 

⑵ 毎月提出するもの 

ア 保守管理等状況報告書（別紙４） 

イ アクセス解析レポート（任意様式） 

※毎月 10 営業日までに作成のうえ札幌市に提出すること。ただし、３月分に 

ついては令和７年３月 31 日(月)までに提出すること。 
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10 脆弱性対策・検証業務 

 ⑴ 脆弱性対策の実施 

システムで使用するソフトウェア等の最新の脆弱性情報を把握しシステムへの影

響を調査・評価すること。 

セキュリティパッチの提供がある場合はシステムへの影響を考慮し、影響がない

場合は適用すること。 

 ⑵ セキュリティの検証と妥当性確認 

本業務に基づく運用システムが影響する範囲について、年１回以上脆弱性検査を

実施し、その結果を書面にて報告すること。 

 

11 秘密の保持 

本業務の遂行にあたり、知り得た情報については、本契約の履行期間及び履行後に

おいては業務上知り得た個人情報を含む全ての情報を第三者に漏らしてはならない。 

データの取り扱いについても同様である。 

また、秘密保持及びデータの取り扱いについて、従業員その他関係者への徹底を行

うこと。本業務の遂行にあたり、受託者は業務上知り得た事項を第三者に漏洩しては

ならない。 

 

12 再委託について 

本業務の一部を合理的な理由及び必要性により再委託する場合には、セキュリテ

ィ対策が確認できる資料を提出し、委託者の承認を受けること。また、受託者は、再

委託先の行為について一切の責任を負うものとする。ただし、当該業務の根幹を成

す保守管理業務を再委託することは認めない。 

 

13 環境への配慮について 

  本業務においては、札幌市の環境マネジメントシステムに準じ、環境負荷低減に努

めること。 

⑴ 電気、水道、油、ガス等の使用にあたっては、極力節約に努めること。 

⑵ ごみ減量及びリサイクルに努めること。 

⑶ 両面コピーの徹底やミスコピーを減らすことで、紙の使用量を減らすように努め

ること。 

⑷ 業務に係る用品等は、札幌市グリーン購入ガイドラインに従い、極力ガイドライ

ン指定品を使用すること。 

⑸ 業務に係る従業員に対し、札幌市環境方針の理解及び業務と環境の関連について

自覚を持つような研修を行うこと。 

 

14 その他 
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⑴ 仕様書上に明記されていないことで、業務を履行するうえで必要な事項又は疑義

が生じた場合については、委託者と事前に協議し承認を得ること。 

⑵ 本業務を行ううえで知り得た情報については、適正に取り扱うこと。受託者は当

該情報の管理を徹底するため必要な措置をとること。 

また、委託者から、上記の管理措置等について報告を求めた場合、指導があった場

合には、受託者はその指示に誠実に従うこと。 

⑶ 本業務により作られた成果品は、委託者に帰属するものとし、委託者の許可なく

他に使用あるいは公表してはならない。 

⑷ 著作権、肖像権等、他の人・団体等の権利を侵害しないよう十分留意すること。 

⑸ 受託業務の遂行にあたり知り得た一切の事項について、外部の漏洩がないように

注意すること。また、委託者が提供する資料等を第三者に提供するなど、目的以外に

使用しないこと。 

⑹ 受託者は、本業務の処理について業務処理責任者を定め、委託者に通知するもの

とする。業務処理責任者を変更した場合も同様とする。業務処理責任者は、本業務に

おける技術的な管理を行う上で必要な能力と経験を有する者とし、契約書、仕様書

等に基づき、本業務に関する一切の事項を処理するものとする。 

⑺ 運用において、データの消失を防ぐため、定期的にバックアップを行うこと。 

⑻ 外部委託する業務以外の情報資産の保全にあたり、受託者は、本業務に無関係 

のファイルへアクセスしてはいけない。 

⑼ 業務委託終了時に不要になった情報資産については、委託者と相談の上、返還ま

たは廃棄することとする。 

⑽ 委託元及び委託先の責任について 

  情報システムを設置する管理区域の管理、及び情報セキュリティ対策は委託先、

情報システムの運用、利用は札幌市が行う。 



別紙 1 サーバー及び業務フロー図 

 

〇 サーバープラン名：さくらのレンタルサーバ プレミアム 

 

 
 

 



別紙2 画面設計図 

 

1 

各画面の機能は以下の通りとします。レイアウトは実装時に変更の可能性があります。 
求職者画面 

トップページ 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

2 

新規登録申請画面 

 
 

求職者検索画面 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

3 

求職者検索結果一覧画面 

 
 

求職者結果画面 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

4 

登録企業情報の変更申請画面 

 
登録企業のメールアドレス変更申請画面 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

5 

登録企業のパスワード変更画面 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

6 

管理画面 

 

管理画面トップ 

 
管理画面求職者検索（求職者一覧・検索） 

 
  



別紙2 画面設計図 
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管理画面（求職者の詳細） 

 
求職者登録画面 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

8 

管理画面（求職者の登録例） 

 
管理画面（事業所一覧・検索） 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

9 

管理画面（事業所の詳細） 

 
 

管理画面（スカウトメールの一覧） 

 
  



別紙2 画面設計図 
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管理画面（事業所の登録） 

 
管理画面（ユーザー一覧・検索） 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

11 

管理画面（ユーザー編集） 

 
管理画面（パスワード変更） 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

12 

サイトデザインイメージ 

 

 
  



別紙2 画面設計図 

 

13 

トップページ（スマートフォン表示） 

 
 



別紙2 画面設計図 

 

14 

求職者検索画面 

 
 

 

 

 



別紙2 画面設計図 

 

15 

企業新規登録画面 

 
 



別 紙 3  

インターネットデータセンター（ｉＤＣ）に求める要件 

【建物】 

・電源、設備、機器全体の動作状態を常時監視可能な仕組みを有していること。 

【サーバ等機器及びサーバーラックの耐震対策】 

・サーバやその周辺機器及びサーバーラックの耐震対策工事がなされていること。 

【電気設備】 

・本システムの運用及び本システムが利用するｉＤＣ全体のサービスに支障がないよう、非常用

電源設備が用意されていること。 

・非常用電源設備、非常用バックアップ発電機、ＣＶＣＦ及び無停電電源装置の組合せは問わな

いが、瞬電及び 24時間以内の停電に対応できること。 

【サーバ室内管理】 

・警備員又は監視カメラによりサーバ室内を監視する仕組みを講じること。 

【空調設備】 

・多重化された空調機器で温度・湿度の調整が可能であり、適切な設定で管理されていること（管

理の目安は温度 18℃～27℃、湿度 40%～60%とする）。 

【防火・防水対策】 

・火災感知の仕組みを講じること。 

・漏水対策を講じること。 

【通信ケーブル】 

・マルチキャリア対応可能なケーブルを使用できること。 

・構内経路は十分なスペースが確保されていること。 

・ＨＵＢは、サーバ室内ではラックに収納のうえ施錠し、執務室内では施錠可能なキャビネット

に入れるか、床下等、容易に手を触れることができない場所へ設置すること。 

・通信ケーブル及びＬＡＮケーブルは専用の配線ルートを確保すること。 

【通信回線】 

・通信は暗号化すること。 

【システム運用】 

・24時間 365 日運用可能な体制で管理を行っていること。 

・重大な障害発生時に、運用担当者からの連絡を受けて、システム緊急停止・ネットワーク切断

等の作業等を実施すること。 

・端末、及びサーバにウイルス対策ソフトを導入し、定期的なウイルスチェックを行うこと。 

・最新のウイルスパターンファイル及びエンジンの取得及びアップデートを行うこと。 

・機器の目視点検等、手順化された簡易な定期作業を行うこと。 

・アクセス状況や利用者状況、操作内容の記録及び記録媒体は、適切に保管すること。また、本

市の求めに応じ、アクセス件数等の報告を行うこと。 

 



【バックアップ】 

・システムファイル、プログラムファイルのバックアップ（２世代以上）を日次フルバックアッ

プにて行うこと。 

・データファイルのバックアップ（２世代以上）を週次フルバックアップ、日次差分バックアッ

プにて行うこと。 

・アクセス状況等記録ファイルのバックアップ（２世代以上）を週次フルバックアップ、日次差

分バックアップにて行うこと。 

・各システム固有ファイルのバックアップ（２世代以上）を月次フルバックアップにて行うこと。 

・バックアップについては、すみやかにリストアが可能となっており、システムが復旧できる状

況になっていること。 

【データの消去】 

・本システムの情報資産を消去する場合は、確実な方法により実施し、データを消去した証明を

発行すること。 

 

 

 



【 別 紙 ４ 】 
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1. ガイドラインの目的

本ガイドラインは、JI S X 8341-3: 2016 の「 附属書JB（ 参考） 試験方法」 に基づく試験を

行う際に、どのように理解して実施すればよいかを補足するためのものである。附属書JB

の理解を助けるだけでなく 、附属書JBでは明確に記載されていない事項についても目安や

例を示している。

なお、本ガイドラインは指針を示しているだけであり、これによらない方法であってもJI S 

X 8341-3: 2016附属書JBに基づいて試験を実施することは可能である。

また、本ガイドラインは、JI S X 8341-3: 2016、WCAG 2. 0、WCAG 2. 0 解説書、WCAG 2. 0 達

成方法集、およびWAI Cによるアクセシビリティ  サポーテッド（ AS） 情報、JI S X 

8341-3: 2016解説などの文書を読み、それらのアクセシビリティに関する要求事項や技術を

理解している人のためのものである。

[目次]に戻る

2. JIS X 8341-3:2016「JB.1 適合試験の要件」に対する

補足事項

2.1 ウェブページ単位での試験

ウェブページ単位での試験を行う方法については、「 JB. 1. 1 ウェブページ単位」 および

「 5. 1. 2 ウェブページ全体」 「 5. 1. 3 プロセス全体」 を参考にする。

2.2 ウェブページ一式単位での試験

ウェブページ一式（ ウェブサイト ） 単位で試験を行う場合には、「 JB. 1. 2 ウェブページ一

式単位」 にある次のいずれかの方法を用いて、試験対象のページを選択して試験を実施す

る。

• a)  全てのウェブページを選択する場合

• b)  ランダムに選択する場合

• c)  ウェブページ一式を代表するウェブページを選択する場合

• d)  ウェブページ一式を代表するウェブページとランダムに選択したウェブページとを

併せて選択する場合
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ただし、「 JB. 1. 2 ウェブページ一式単位」 では、どのような場合にどの方法を用いればよ

いかについて記載されていない。WAICでは、総ページ数が100ページを超える場合には、方

式d)を用いることを推奨しているが、以下では、それぞれの方法を選ぶ際の目安を示す。

なお、b)～d)の方法を用いる際に、サイトが複数業者等の分業により構築されている場合

には、その担当範囲毎に品質にばらつきのあることがある。この様な場合には、担当範囲

毎に選択して試験を実施するなどの方法が有効である。また、専用のテストツールで時間

とコストをかけずにテストが可能な一部の達成基準やその達成方法については、全ての

ページを対象にしたテストを併せて実施しておく ことが有効である。

a) 全てのウェブページを選択する場合

この方法を用いることができるのは、サイトの総ページ数が多く とも100ページ程度までで

ある。それ以上のページを試験しようとすると、多大な時間とコストを要してしまうと考

えられる。しかし、全てのページを選択して試験すれば、そのサイト全体がJI S X 

8341-3: 2016の達成基準を満たしていることを保証できる。サイトの性格やウェブアクセシ

ビリティの方針に従って、全てのページを試験すべきかどうか、その際の時間とコストが

現実的であるかを検討して判断する必要がある。

注記： 一般的に、試験に要する時間とコストという視点で考えると、試験を実施するペー

ジ数（ サンプル数） が多すぎると、現実的な時間とコストで試験を実施することができな

く なってしまい、制作者だけでなく発注者やサイトの運営者の利益も損ねることになる。

しかし、サンプル数が小さすぎると本来不合格とすべきサイトを誤って問題なしと判断し

てしまうリスクが増大する。すなわち時間とコスト、サンプル数は相反する要素であり、

そのトレードオフ関係を理解したうえでサンプル数、あるいは選択方法を決定することが

求められる。

b) ランダムに選択する場合

ランダムに選択する方法は、ランダムサンプリングにより試験の対象ページを決定して試

験を実施する方法である。全てのページを選択する方法に比べて、達成基準を満たしてい

ない問題のあるページを見過ごしてしまう危険はあるが、現実的な時間とコストで客観性

のある試験を実施できる方法である。
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問題のあるページを見過ごしてしまう危険を小さくするにはサンプル数を増やせばよい

し、全体の傾向だけを知るためには、少ないサンプル数でも有効である。

サンプリングや抜き取り検査の一般的なサンプル数の決定方法によると、サンプル数の決

定は、全体の総数には大きく依存せず、数十のサンプルを対象に試験を行えば一定の信頼

度で全体に問題がないとみなすことができるとされている。

そこで、本ガイドラインでは、「 b)  ランダムに選択する場合」 の方法を用いて試験の対象

ページを決定する際には、試験の対象ページ数の目安として、表1の数値を用いることを推

奨する。なお、この方法を用いて試験の対象ページを決定する場合には、発注者及び受注

者双方の合意の下、仕様書や契約書でページ数をあらかじめ決定しておく ことが望まれ

る。

なお、「 b)  ランダムに選択する場合」 の方法を用いて試験を行う場合には、試験ごとにラ

ンダムにサンプリング対象を選択しなおして試験することが必要である。なお、1回の試験

の中には、修正箇所の再検証が含まれることに注意が必要である。

表1「 b) ランダムに選択する場合」 の試験対象ページ数の目安

選択するページ

数

説明

10ページ以下 試行的な試験であり、母数が大きい場合には、合否を判定するのに

は少ない

11~ 24ページ 合否判定に要する最低限のページ数

25~ 39ページ 合否判定に要する標準的なページ数

40ページ以上 合否判定に十分なページ数

c) ウェブページ一式を代表するウェブページを選択する場合

この方法は、ウェブサイトの利用者の視点で、利用に支障がないかどうかを確認するため

に効率的な方法である。JB. 1. 2に記載されているウェブページ一式を代表するウェブペー

ジの例を参考に選択を行うとよい。たとえば、トップページが達成基準を満たしていない

と、サイト全体を利用することが困難になる可能性があり、重要性が高い。
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しかし、この選択方法だけで全体の合否を判定すると、試験の対象にならないページが軽

視されて、多数の問題のあるページを見過ごしてしまう危険が増大する。

d) ウェブページ一式を代表するウェブページとランダムに選択したウェブページ

とを併せて選択する場合

試験対象のウェブページの総ページ数が100ページを超える場合、「 b) ランダムに選択す

る場合」 または「 c) ウェブページ一式を代表するウェブページを選択する場合」 のいずれ

かを用いることが考えられるが、b)ではウェブページ一式のトップページなどの主要な

ページが対象外となったり、c)では対象ページ以外が軽視されてしまう危険性などの問題

が指摘されてきた。

この様な問題に対応するため、「 JB. 1. 2 ウェブページ一式単位」 では、b)とc)を組み合わ

せた「 d) ウェブページ一式を代表するウェブページとランダムに選択したウェブページと

を併せて選択する場合」 が新たに追加された。WAI Cでは、総ページ数が100ページを超える

場合には、この方式を用いることを推奨している。

この場合の試験対象ページ数の目安は表2の通りである。両方を合わせて、合計40～50ペー

ジ程度を試験対象にするとよい。

表2 組み合わせの例

「 b) ランダムに選択する

場合」

「 c) ウェブページ一式を代表するウェブページを

選択する場合」

例

1

25ページ 15ページ

例

2

40ページ 10ページ

例

3

25ページ 35ページ

なお、対象となるウェブページ一式の構成によっては「 c)  ウェブページ一式を代表する

ウェブページを選択する場合」 の方式を用いて選択するページ数が大きく なる場合も存在

する。その様な場合においては、合計で40～50ページ程度という目安に囚われることなく
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「 b)  ランダムに選択する場合」 の方式を用いて一定数の試験対象ページ（ 表1を参考） を

選択することが望ましい（ 表2 例3） 。

[目次]に戻る

3. JIS X 8341-3:2016「JB.2 試験の手順」に対する補足

事項

「 JB. 2 試験の手順」 では、a)～e)の手順によって、試験を行う方法が説明されている。以

下、3. 1では手順a)～d)に関連し、「 達成方法及びその検証方法を特定できる技術的根拠」

を示す方法の例を説明する。3. 2では、手順e)に関連し、「 達成基準チェックリスト 」 の作

り方と記入方法について説明する。これらに基づき、「 達成方法及びその検証方法を特定

できる技術的根拠」 に基づき「 達成基準チェックリスト 」 を作成することができる。

3.1 「達成方法及びその検証方法を特定できる技術的根拠」を示す方法の

例

「 JB. 2 c)  達成方法及び検証方法の特定」 において、達成基準に基づいて、達成方法及び

その検証方法を特定できる技術的根拠を示す必要がある。ここでは、その一つの方法とし

て、使用している達成方法及びその検証方法の一覧（ 実装チェックリスト ） の例、およ

び、記入方法などを紹介する。

3.1.1 実装チェックリストの例

実装チェックリストを一から作成するのは負担が大きいため、既存の実装チェックリスト

を活用してもよい。ただし、ここで紹介するような既存の実装チェックリストを活用する

際には、3. 1. 2に示す方法などを用いて、実情に合わせてカスタマイズを行った上で使用す

ることが必要である。

実装チェックリストの例 2020年12月版（ xl sx形式,  86KB）

また、実装チェックリストを用いて試験を実施するためには、次を理解していることが必

要である。

• JI S X 8341-3: 2016の達成基準

• WCAG 2. 0 解説書に記載された「 十分な達成方法」
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• 「 十分な達成方法」 から参照されるWCAG 2. 0 達成方法集の各達成方法の内容及び検証

に書かれた試験方法

3.1.2 実装チェックリストのカスタマイズ方法

実装チェックリストのカスタマイズに際し、ウェブコンテンツ制作者と連携できている場

合について説明する。ウェブコンテンツ制作者に制作方針を確認することは、試験を楽に

するだけでなく 、修正も容易になる。そのため、制作者に確認して実装チェックリストを

カスタマイズするとよい。もし、制作方針がわからない場合には、チェックリストにした

がって、全ての項目についての試験を実施することになる。その場合には、試験にかかる

コストは非常に大きく なり、非効率的である。

試験対象のウェブコンテンツがJI S X 8341-3の達成基準をどのように満たそうとして作ら

れたのかがわかる場合は、次のa)～e)の手順に従って、実際の試験環境に合うように、実

装チェックリストをカスタマイズする。ここでは、実装チェックリストの例2020年12月版

（ xl sx形式,  86KB） を用いて説明する。

a) 適合レベルに合わせた達成方法の選択

• 目指す適合レベル（ 試験を行う適合レベル） を確認し、適合レベルに対して必要な達

成基準を選択する。適合レベルがAの場合は、実装チェックリストのシート「 レベル

A」 を用いる。適合レベルがAAの場合は、実装チェックリストのシート「 レベルA」 と

「 レベルAA」 の両方を用いる。

b) 試験環境の決定

• 想定するウェブブラウザ、支援技術などの使用環境（ 試験環境） を決定する。ウェブ

アクセシビリティ方針がある場合は、方針に書かれている試験環境を用いる。

c) 達成方法の除外

• 次に示すような試験に使用しない達成方法は、実装チェックリストから除外する。な

お、使用しない達成方法を実装チェックリストから削除してもよいが、削除してしま

うと試験を行っていないのか、実装していないので試験が必要ないのかが不明確にな

る。達成方法を削除せずに、除外する項目の「 適用」 欄に「 除外」 と記入し、除外の

理由等を「 注記」 欄に記入するとよい。  
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• 使用できない達成方法 

• 「 JB. 2 a)  試験環境の確認」 に基づき、アクセシビリティ  サポーテッド情報

を参照して、試験環境において使用できない達成方法があるかを確認する。

試験に使用できない達成方法は、実装チェックリストから除外する。

• 状況が異なるため使用しない達成方法 

• WCAG 2. 0 解説書の「 十分な達成方法」 では、達成方法が状況により場合分け

されていることがある。作成したコンテンツが、どの状況に当てはまるかを

確認し、必要な達成方法を確認する。試験に使用しない達成方法は、実装

チェックリストから除外する。

• ウェブコンテンツで使用されていない達成方法 

• 制作したウェブコンテンツ内で使用されていない達成方法は実装チェックリ

ストから除外する。また、使用しない項目の「 適用」 欄には「 除外」 と記入

し、その理由等を備考欄に書く とよい。

d) 達成方法の追加

• 実装チェックリストの例2020年12月版はレベルA、レベルAAに対応している。もし、レ

ベルAAAで試験を行う場合には、レベルAAAに対応する実装チェックリストを追加す

る。WCAG 2. 0 解説書、達成方法集に書かれている事例を参考にして自分で達成方法を

作成する。

• 既存の実装チェックリストに載っていない達成方法があれば追加する。WCAG 2. 0 解説

書にもない場合には、WCAG 2. 0 解説書の達成基準を満たす「 その他の達成方法」 を参

照し、達成方法集に書かれている事例を参考にして、自分で達成方法を作成する。

e) 達成方法の修正

• 複数の達成方法を一度に判断する場合には、複数の項目を一つの項目に統合してもよ

い。

以上の手順により実装チェックリストをカスタマイズできる。なお、試験を行う人がコン

テンツを制作した人と異なる場合は、制作した人に確認して実装チェックリストをカスタ

マイズすることが望ましい。

3.1.3 試験の実施と、検証結果の記入方法
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「 JB. 2 b)  試験対象の特定」 において、試験対象を決める。実装チェックリストの「 検証

方法」 に従って検証を行い、各チェック項目の適合・ 不適合を明らかにする。本ガイドラ

イン3. 2節の実装チェックリストの記入方法について説明する。

まず、「 適用」 欄に試験対象の有無を記入する。試験対象がウェブページに含まれていれ

ば適用ありとなり、適用欄に「 ○」 と記入し、含まれていない場合は適用なしとなり、

「 適用」 欄に「 －」 と記入する。例えば、画像に関する検証は、画像が無いウェブページ

では行うことができないため適用なしとなる。また、別の項目で達成基準を満たしている

ために、試験の必要が無い場合もある。この場合にも適用欄に「 －」 と記入し、詳細を備

考欄に記入する。

続いて、適用ありの試験項目について試験を行い、その結果を「 適合」 欄に記入する。適

合であれば「 ○」 、不適合であれば「 ×」 と記入する。適用なしの場合は、その項目に関

してアクセシビリティ上の問題は生じない。

試験の実施と結果の記入例

3.2 達成基準チェックリストの例

「 JB. 2 e)  達成基準チェックリストの作成」 では、表 JB. 1－達成基準チェックリストの例

（ 一部） において、ウェブページに対して一部の達成基準チェックリストの例が示されて

いる。ここでは、JI S X 8341-3: 2016の全ての達成基準を記入した達成基準チェックリスト

の例を示す。

達成基準チェックリストの例

3.2.1 達成基準チェックリストの記入方法

3. 1節で作成した実装チェックリストに記入した試験結果を元に、達成基準チェックリスト

に試験結果を記入する。目標とする適合レベルに合わせて、必要な達成基準が記載された

達成基準チェックリストを用意する。実装チェックリストにおいて、対応する達成基準が

全て適用なしである場合は、適用なしとなり適用欄に「 －」 と記入する。また、対応する

達成基準の一つでも適用ありがある場合は、適用ありとなり適用欄に「 ○」 と記入する。

達成基準に対応する達成方法が全て適合であれば、その達成基準は適合となり、適合欄に

「 ○」 と記入する。
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4. JIS X 8341-3:2016「JB.3 試験結果の表示」に対する

補足事項

「 JB. 3 試験結果の表示」 では、試験結果の表示事項がまとめられている。試験結果の表記

に関しては、「 ウェブコンテンツの JI S X 8341-3: 2016 対応度表記ガイドライン」 も参照

すること。
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5. 品質管理活動の重要性

出荷検査として実施する試験に合格するためには、企画、制作段階での達成基準や実装技

術の理解の確認や実施の徹底、ケアレスミスを防ぐためのオーサリングツールの支援機能

の活用やチェックツールを用いた全ページのテストと修正の実施など、制作プロセス全般

の改善と見直しによる継続的な品質管理活動が不可欠である。試験は、これらの活動が成

功していることを検証するためのものであり、単に試験を行えば品質が改善するわけでは

ない点に留意が必要である。
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作成者： ウェブアクセシビリティ基盤委員会
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